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 近年、建材費の高騰等の影響で、夢のマイホームの取得が非常に厳しいもの

になっています。ご夫婦フルに勤務されて、それなりの年収があっても子供の

教育費などを考えると、二の足を踏まれておられるご家庭も多いと思われま

す。そういった中、築年数も考慮しながら、割安な中古物件を、焦点を絞って

探しておられる方もいらっしゃいます。 

 中古物件の場合、そのままですと、残念ながら「子育て世帯に対する借入限

度額の上乗せ措置」はありません。 

 ただし、認定住宅等である既存住宅のうち宅地建物取引業者により一定の増

改築等が行われた「買取再販認定住宅等」では、子育て世帯の措置が適用され

るので、購入時に再販業者にしっかり、確認して下さい。 

 住宅購入に伴ってリフォームも行う場合は、リフォーム費用も住宅ローンに

組み込めば、まとめて控除の対象となります。ただし、住宅ローン控除を利用

するには一定の条件があるので、税務署等に事前に確認してください。 

 

 ＜参考＞ 

 住宅ローン減税は、住宅ローンを利用して住宅を取得した場合に、一定期

間、所得税（住民税※）の控除を受けられる制度です。具体的には、年末のロ

ーン残高に応じて計算された金額が、所得税（住民税※）から控除されます。 

 ※所得税額から控除しきれない額については、所得税の課税総所得金額等の

５％（最高9.75 万円）の範囲内で個人住民税から控除する。 

 その中でも、①年齢 40 歳未満であって配偶者を有する者、②年齢 40 歳以上

であって年齢 40 歳未満の配偶者を有する者又は③年齢 19 歳未満の扶養親族を

有する者、のどれかに該当する、マイホーム購入者の住宅ローンに対して「子

育て世帯に対する借入限度額の上乗せ措置」が適用されます。 

 令和 7 年度税制改正におけるこの借入限度額の上乗せ措置の継続は、子育て

世帯にとって非常に大きなメリットとなります。この制度を有効活用すること

で、マイホーム取得資金の負担を、少しでも軽減できることになります。 

 



 

 

 

 



 

 

 

 
 



 


